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1．はじめに
　近年、開発援助分野においては、「成果重視のマネジメント（Results－
Based　Management：以下、　RBM）」の考え方が主流となりつつあり、事
業評価においてはその過程よりも成果（アウトカム、インパクト）を把握
することが中心となっている（Binnedijk　2001）。　RBMでは指標化した成
果を以って予算の資源配分に反映することと、それにより外部アカウンタ
ビリティーを確保することのふたつをめざしており、開発援助機関（ドナ
ー）のアカウンタビリティーを高める上で重要なマネジメント戦略になっ
ている。その評価手法は、あらかじめ設定された数値目標に基づきその達
成度合いを測定するという「業績測定（Performance　Measurement）」の
流れを汲み、援助実施の妥当性や短期間の成果として設定された目標の達
成度（指標目標値との比較）を測定することが中心である（JICA　2004a）。
　ここで気をつけなければならないのは、先進国ドナーによるこのような
評価は、援助する側と援助される側、評価する側と評価される側といった
非対称性を伴う「援助する側の論理構成に基づいた評価」になりがちであ
って、被援助側の関心とは必ずしも一致しないことがあるという点である。
被援助側の関心は社会経済全体の長期的な開発とそのための介入の極大化
であり、期間を限定して実施した援助事業の短期的な成果の評価に対する
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関心は低い（長尾2001）。ドナーとして投資効果と外部アカウンタビリテ
ィーを確保するための評価は不可欠であるが、その一方で、評価結果が開
発プロセスの促進や開発効果の持続性に貢献しなければ意味がない。それ
に加えて援助の現場においては、外からの介入という援助の性質を踏まえ、
成果を挙げるためにはどのような外からの介入が望ましいのか、その過程
を常に振り返りつつ事業を実施していく必要があると考えられる。RBM
によるアウトカム評価を中心としたドナー主導の評価だけでは不十分では
ないか、という問いが本研究の出発点である。
　特に近年増えつつある社会開発分野の援助は、ある普遍的な技術を移転
するといった計画段階における目標の設定が比較的容易なブループリント
型1）の援助とは異なり、対象社会の固有要因に大きく左右されるため、計画
段階で工学的な因果律でプロジェクトを計画することは困難なうえ、実施
中は予期せぬ多種多様な社会の反応に直面する（源2001、佐藤2007）。先
進国のノウ・ハウをそのまま持っていくことでは機能せず、対象社会の文
脈の中で共に考え、かつ被援助側が自分たちに合った問題解決の方法を選
択し、主体的に実施することを支援するというプロセスが重要になるから
である。そこでは、一定の成果を測定する他にその成果を持続的にもたら
すプロセスを評価するという仕組みが必要になるのではないか。あるいは
ハー hの施設建設、機材供与を中心とした援助とは異なる、人間及び組織
を対象とした介入のプロセスにおける変化を評価する意義が大きいのでは
ないか、という問いが発せられる。
　以上述べた問題意識のもと、本稿では、開発援助事業の介入プロセスを
1）社会経済インフラの建設・整備のようなハードな援助は予め計画段階で青写真を描
　きやすいことから「ブループリント型プロジェクト」と呼ばれる。一方、保健・医療、
　教育、コミュニテ／開発のような社会開発分野のプロジェクトは、社会の固有要因に
　左右されることから計画段階における精緻な立案が難しく、「プロセス型プロジェク
　ト」と呼ばれ、実施過程における柔軟なマネジメントが求められることが多い。
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評価することの意義とその方策について検討するものである。分析のフレ
ームワークとしてプログラム評価（Program　Evaluation）理論における「プ
ロセス評価」を踏まえ、住民参加型のコミュニティ開発プロジェクトの評
価事例をとおして考察する。以下、第2節ではプロセス評価の理論を開発
援助事業の特性に照らし合わせながら整理し、第3節においてコミュニテ
ィ開発プロジェクトにおいてプロセス評価を試みた事例を分析し、最後に
結語として開発援助事業のプロセス評価実践への示唆と今後の課題を提示
する。
2．開発援助事業の介入プロセスの評価とは
　2．1「プロセス評価」の理論
　米国で生まれた社会サービス事業評価の理論である「プログラム評価
（Program　Evaluation）」には、インパクト評価と並んでプロセス評価の
理論が含まれている（Rossi，　Reeman＆Lipsey　1999）。プロセス評価とは、
「事業が当初のデザインどおりに実施されているか」や、「事業実施によっ
て計画されたサービスがどの程度提供されているか」を計画内容との比較
により評価するという考え方から、事業内部の力学および実際の事業運営
に注目しIRossi，　Reeman＆Lipsey　1999：67；Weiss　1998：73）、「何が、
なぜ起こっているのか」、「事業がどのように構成され、それらがどのよっ
に組まれているか」、「参加者は事業にどうかかわり、それをどのように認
識しているのか」といった、成果が生み出されるプロセスの質的データに
より重きをおいて評価するとしているものもある（Patton　1997：206）。評
価といえば、一般的には、ある事業を実施することにより成果や効果が上
がったかどうか（アウトカムの達成度合い）を査定する「インパクト評価」
を指すことが多いが、プロセス評価はアウトカムを直接に評価するのでは
なく、それらアウトカムの発現に影響を与える事業の実施過程に焦点をあ
て評価を行うものであると考えられる。ただし、「計画されたとおりに行わ
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れているか」といった狭義の評価活動ではなく、事業が展開していく中で
生じる様々な変化や状況に対する関係者の認識も評価対象とすることに留
意が必要である。
　「プロセス」は、アウトカムと事業の帰属性（attribution）を検討する
上で、貴重な情報を提供するものである（Rossi，　Reeman＆Lipsey　1999）。
仮にインパクト評価で効果が上がっていないことが判明した場合は、プロ
セス評価を通してそれが計画の組み立ての問題か（theory　failure）、事業
の実施プロセスの問題か（implementation　failure）を見極め、阻害要因を
明らかし、事業の改善にフィードバックされる。その意味で、プロセス評
価とインパクト評価は総合的な評価の視点として活用されるべきものとさ
れている。
　事業の運営管理サイクルの観点から見ると、プロセス評価の機能は、事
業サイクルの途中で行う、中間評価もしくは期中評価に内包されるもので
あり、事業の改善を目的とすることが多い。つまり、事業開始後の形成的
な見直しを目的としたものであり（形成評価：formative　evaluation）、マ
ネジメント支援のひとつのツールである。その意味においては、モニタリ
ングの機能と重なる部分も大きいが、モニタリングがプロジェクト実施者
による定期的な進捗状況の管理を一義的な目的としているのに対し、評価
は外部第三者もしくは内部関係者による体系的な社会調査法を使い査定を
行うという点で異なるものである。
　2．2開発援助事業とプロセス評価：キャパシティ・ディベロプメントの
　　視点
　ここでは、前述したプロセス評価の理論を開発援助事業の文脈の中で捉
え直してみたい。パットンによるとプロセス評価では、アウトカムに至る
プロセスで起きている事業内部の力学や運営管理上の事柄に焦点を当てる
としている。援助事業の内部力学は、援助する側、援助される側といった
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上下関係で成立しており、どんな援助事業も援助する側が資金力という圧
倒的な力を保有している。一方で、援助事業は開発途上国の長期的開発プ
ロセスにおける短期的な介入であり、援助される側の主体性やオーナーシ
ップが当該社会の開発プロセスには不可欠であるとされる。援助機関の間
では、開発の効果を上げるためには援助される側の「自立発展性・持続性」
が重要で、援助することが過度な依存（dependency　syndrome）につなが
らない介入の方法が議論されている。例えば技術協力の場合は、協力によ
り発現した効果が普及・定着していくための仕組み、能力開発、相手国側
のコミットメント、オーナーシップ（当事者意識）の確保などが重要な要
素となる。自立発展性確保には財源の問題も大きいが、「相手国側が新しい
知識・技術に刺激を受け、自らの問題解決能力をつける過程を支援する」
（JICA　2004b）というキャパシティ・ディベロプメント（Capacity　Deve1－
opment）の援助が適切に行われているかという視点も重要となろう。つま
り介入のプロセスで、援助される側が主体となって持続的に効果を出して
いく体制づくり（人的、組織的）が行われているのかが、援助事業のプロ
セス評価のポイントになると考えられるのである。
　カナダ政府の援助実施機関であるカナダ援助庁（Canadian　Interna－
tional　Development　Agency：以下、　CIDA）は、1999年にOECDの開発
援助委貝会（DAC）で発表したキャパシティ・ディベロプメントのモニタ
リング（Capacity　Development　Monitoring）に関するペーパーの中でプ
ロセス評価の重要性を述べている（Morgan　1999）。それによると、プロセ
スとキャパシティ・ディベロプメントは相互互換的に使われる概念で、あ
る種の行動変容をもたらす継続的な活動及び介入であるとしている。また
プロセスの種類を、①プロセス・コンサルテーション、②技術的・マネジ
メント改革、並びに③制度的・文脈的改革の三つに分類し、具体的なプロ
セス、活動をまとめている（次頁表1）。同分類は網羅的なもので、プロジ
ェクトの内容や実施される社会経済状況によって具体的な活動・プロセス
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は異なるが、援助事業のプロセス評価を行う上で参考になる。
　日本のODA実施機関である国際協力機構（Japan　International　Coop－
eration　Agency：以下、　JICA）においては、技術協力事業の特徴としてキ
ャパシティ・ディベロプメントの概念を挙げており、「個人、組織制度や
社会が、個別にあるいは集合的にその役割を果たすことを通じて、問題を
解決し、また目標を設定してそれを達成していく“能力”（問題対処能力）
の発展プロセス」と定義づけている（JICA　2004b）。この概念定義は、専門
家がカウンターパートに技術を教えることといった狭義の能力開発ではな
く、それを含め援助される側の問題解決能力の強化に向けた支援としてい
るところが特徴的である。つまり、技術ノウ・ハウを含めた日本の経験を
相手国が自国の文脈の中で如何に内在化していくプロセスを支援するとい
うものである。このようにみると開発援助事業におけるキャパシティ・デ
ィベロプメントは開発効果（＝アウトカム）としてあるのではなく、ある
目標を達成するためのプロセスとして捉えられるのではないか。すなわち、
開発援助事業を効果的に実施するプロセスで考慮するべき要素として、開
発効果の定着・普及を促すような活動の実施が不可欠であることが示唆さ
れるが、それらの活動は表1にあるように、認識の変化、信頼関係の構築
といった人間の価値規範に関わるものから、技術訓練、政策形成などの技
術改革やガバナンス体制などの制度改革まで幅広い。プロセス評価でこれ
らの要素を評価することにより、形成評価の観点から援助介入の戦略策定
もしくは事業改善に資することができるのではないかという期待がある。
3．事例　ケニア国貧困層エンパワメント・プロジェクトの終了時評価
　以上述べたような特徴を有するプロセス評価は、具体的にはどのような
評価方法が可能であろうか、あるいはプロセス評価は開発援助事業評価に
おいてどのような役割を担うのであろうか。本節では筆者が評価専門家と
して従事したJICAケニア国貧困層エンパワメント・プロジェクト（Emp一
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表1　キャパシティ・ディベロプメントのプロセスにおける具体的な活動
プロセスの種類 具体的な活動・プロセス
①プロセス・コンサルテーション
●現状分析
恷Q加型ワークショップの実施
怺驩諱E見直し
恆g織分析
恫A携、ファシリテーション
恫_理的学習
恃F識・関係性の改善
怎Oループ形成・支援
恆ﾎ話
恪s動モデル
恍m識普及
怏ｿ値普及
恷ﾐ会分析
怎Lャパシティ・マッピング
恊M頼関係の構築
恆褐ﾝ理解の促進（理念、価値観）
②技術的・マネジメント改革
●技術訓練
恆g織編制
恆g織・システム開発
恊ｭ策提言と社会マーケティング
恆g織間連携の促進
怎iリッジ・マネジメント及び調査の促進
恬¥算編成、財政管理・企画の改革
怎pートナーシップの構築
恊l員計画
恊ｭ策形成
怎cjタリング・評価の改善
怎Aウトリーチ
③制度的・文脈的改革
●パブリック・アウトリーチと対話
恊ｧ度化の促進
怎Kバナンス体制の改革
恣ｧ明性の確保
出所：Morgan（1999）を基に筆者作成
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owerment　of　the　Poor　Community：以下、　EPC）2）の評価を事例に考察す
る。本事例は、JICAによる資金援助が終了するにあたり、主に援助のイン
パクトを評価し、阻害・貢献要因を分析し、プロジェクトを実施している
現地NGOに対する提言を行うことが目的であった。
　3．1評価対象事業の概要
　3．1．1　プロジェクトの対象と活動内容
　EPCは、ケニアのNGOであるSave　the　Children　Center（以下、　SCC）
が従来から進めてきたストリート・チルドレンやスラム住民に対する支援
プロジェクトを推進することを目的に、JICAの開発パートナーシップ事
業として2001年6月から2004年5月まで、また引き続き技術協力事業とし
て2005年6月まで実施されたものである。EPCの対象地域はナイロビ市に
ある4ヶ所のスラム地域一マザレ（Mathare：人口約30万人）、ミトゥンバ
（Mitumba：人口約7，000人）、キベラ（Kibera：人口約50万人）、シティ・
カートン（Buru　Buru　Carton　City：人口約2，000人）一である。これら対
象地域はSCCが既に活動を開始していた所であり、ある程度の基盤が存
在していることが選択の理由となった。このプログラムの計画内容は以下
のとおりである。
■住民たちの態度や行動変容を通して、対象地域における住民の生活状況
が改善する。
2）筆者はJICA短期専門家（評価及び評価能力強化分野）としてEPCプロジェクトに
　2005年2月16日～3月6日まで派遣された。また、それ以前に2002年及び2004年の2
　回にわたりプロジェクト側（SCC及び㈱国際開発アソシエイツ）の内部評価者として
　評価活動に携わっている。
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■ストリート・チルドレンや住民に対するエントリーポイントの活動。具
体的には、サッカー、音楽教室、カウンセリング、ワークショップの実
施など。
層継続的なカウンセリング、リハビリテーションの支援
■生活改善ワークショップ、保健衛生ワークショップ、健康ワークショッ
プなどの実施
■技能訓練、職業訓練の機会供与
■技能、職業、保健、病院等、住民の生活改善に関わる情報の供与
■他の関連NGO等の情報提供と住民自らが他の機関と連携していくため
の支援
　3．1．2　プロジェクト戦略の特徴
　プロジェクトの実施機関であるSCCは、ナイロビにおいて10年以上孤
児院を中心とした事業を行ってきており、その経験から、モノを与える援
助は依存症（dependency　syndrome）を生み出し自立発展にはつながらな
いという信念のもと、物質的な援助を最小限にし、スポーツ活動、カウン
セリング、ワークショップ、機会・情報の提供などを中心として支援を行
ってきた。そのプロセスで住民自らの意思で新しく行動を起こし、問題解
決を行う能力を身につけていくことこそ自立的な生活改善への道と位置づ
けている。また住民の貧困は、機会や情報を与えられていないこと、彼ら
の能力を引き出す環境が与えられていないことに起因するものが大きい、
という基本的理解がそこにはある。しかしながらこのようなアプローチが
最初から順調に展開されたわけではない。プロジェクトでは、活動開始当
初は当の住民にこのアプローチを受け入れてもらえなかったという経験を
している。ナイロビのスラムでは数多くのNGOや外国援助機関が支援を
行っているが、そのほとんどがモノを供与する（食料も含め）援助のため、
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住民も最初から何かをもらえることを期待していた。SCCがそれとは異な
るアプローチをするNGOであるということが理解できるまで長い時間が
必要で、スタッフの回想によると最初の2年間は住民に受け入れられるた
めに必要な時間であったという3》。プロジェクト開始直後は、ケニア人スタ
ッフでさえ生命の危険を感じる経験をしているが、そのような経験を通し
てスタッフ自身もコミュニティが抱える問題の深さ、多さ、複雑さを学ん
でいる。SCCのスタッフが様々な活動を通してコミュニティの中に入り住
民と交流を持つにつれて、住民側もSCCに対する信頼度を高めていき、そ
のプロセスで住民自らが主体的に取り組むことの重要性を認識していった
と考えられる。
　このようなEPCの援助戦略の特徴は以下の2点にまとめられる。
　①モノの供与は最低限とし、住民の主体性を重んじ、自らの行動変容
　　と自己決定能力の強化（エンパワメント）を通した生活改善をめざす。
　②そのための活動として、住民・子供に対するカウンセリングやワー
　　クショップの実施、住民グループをとおした問題解決へのサポート、
　　生計向上に結びつく技術訓練の機会を得ることへのサポートを中心と
　　する。より具体的には以下のような活動が含まれる。これらの活動は
　　前掲表1で示すキャパシティ・ディベロプメントの活動との共通項が
　　多いことがわかる。
　　■現状分析と解決策を検討する住民参加によるワークショップの実施
　　　（健康、衛生、生計、教育等の問題）
　　■スラムの住民、ストリート・チルドレンとの対話をとおした信頼関
　　　係の構築、相互理解の促進
　　■住民グループの形成（自発的なもの）
　　■生計向上のための技術訓練
3）SCCスタッフへの個別及びグループ・インタビューによる。
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■他のNGO等の関係組織との連携
　3．2　評価調査の方法
　3．2．1評価設計上の留意点
　前述したとおり、EPCは住民の行動変容と自己決定能力の強化（エンパ
ワメント）による生活改善を図るものであり、住民自身によるアクション
が伴わない限り意味がない。例えばモノの供与や施設の建設だけによって
一時的に生活状況が改善したとしてもそれはEPCの目指すところではな
い。したがって、終了時評価の目的である援助介入の効果と阻害・貢献要
因を把握するためには、生活改善状況を見るといったアウトカムの評価だ
けではなく、EPCの介入を受けた住民の認識の変化や態度・行動変容が起
きているかどうかといったプロセスを評価する視点も重要になると考えら
れた。これはパットンが定義したより事業内部の力学に焦点を当てた広義
なプロセス評価の観点を含むものであり、またキャパシティ・ディベロプ
メントでいうところの個人レベル及び組織レベル（コミュニティ・グルー
プ）の能力開発状況を、EPCの活動との関係性において評価することであ
る。このような評価を設計するにあたり、以下の点を考慮した。
①　質的調査と量的調査の併用
　プロセスの評価は対象事業の実施過程において何が、どのように起きて
いるのかを明らかにし成果をもたらす活動が行われているのかを評価する
ものであり、質的データを扱うことが多い4）。質的調査の分析過程では、仮
説検証を行う量的調査に対して、仮説生成が中心となる。つまり、収集し
たデータから何かを見つけ出し、理論を立証するという過程を繰り返すこ
とになる5）。ワイスによると、プロセス評価において質的調査を行うことの
4）評価における質的調査についてはPatton（1997）；Weiss（1998）；Steckler＆Lin・
　nan　eds．（2002）などに詳しい。
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利点は予期しない事柄を把握することができるという点であるという
（Weiss　1998：132）。質的データを収集・分析することを通して、実施過
程で何が起きているのか、事業のどのような側面が援助する側、援助され
る側双方にどんな影響を与えているのか、あるいは受益者のプロジェクト
活動に対する認識の変化はあるかなどを問うことができる。一方で、評価
を行うことの目的が多くの関係者が納得するような教訓・提言を導き出す
ことであるとしたら、何らかの量的調査を行うことも重要である。すなわ
ち質的調査と量的調査を併用して評価を行うことが適切と考えられ、本評
価調査では、そのためのデータ収集方法として、参加型ワークショップ、
グループ・インタビュー、深層インタビュー並びにアンケート調査を実施
することとした。
②サンプリングの方法と比較基準
　質的調査の対象を抽出する方法は、無作為ではなく調査の目的に合わせ
て決めるという「理論的サンプリング（theoretical　sampling）」（あるいは
「合目的的サンプリング（purposive　sampling）」）を用いる場合が多い
（Flick　1995；Pope＆Mays　1999など）。理論的サンプリングでは理論的
に有益な情報源として想定される対象者（調査の目的に合った対象者）を
選定し、面接やフォーカス・グループ・ディスカッションを通して把握し
たデータを分析する過程で浮かび上がった要因に関係する新たな情報源に
アクセスするというプロセスを繰り返す。時間的・予算的制約がある評価
調査において、理論が飽和するまでこのプロセスを繰り返すことは現実的
ではないが、事業で何が起こっているのかを把握する調査方法として活用
できる。
　量的調査であるアンケート調査ではEPCに主体的に関わってきた住民
5）質的調査の方法については質的研究分野の文献に詳しい。例えば、ブリッ久ウヴ
　ェ　（2002）；ポープ、キャリン・メイズ、ニコラス編（2001）など。
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120名余りを対象とした。対象コミュニティ住民の主体的な関わりを目的と
しているEPCでは、プロジェクト当初のコミュニティ全体の状況調査は
実施しているものの、主体的に関わってくる対象とそうでない対象をEPC
側であらかじめ選ぶことは理論矛盾になり、コントロール・グループを想
定した実験デザインによる評価を行うことはできない。また対象地域のべ
一スライン・データも存在していないため、前後比較による評価も不可能
であった。したがってEPCに主体的に関わってきた住民約120名余りを対
象としたアンケート調査を通し、彼等自身による「自己評価」によってプ
ロジェクトに関わる前と後の変化を比較し、プロジェクトの活動とそれら
自己変化の間の関係性を探ることとした。
③　参加型アプローチによる評価
　本評価調査では関係者が一緒に評価を行う参加型評価の手法を取り入れ
た6）。活動の質的側面を評価する場合、比較基準をどこに置くのかが課題と
してあるが、「合意された基準」を関係者で共有することにより関係者の納
得性を高める評価が可能になると考えられる。介入プロセスの評価では相
手国が新しい知識やノウ・ハウを内在化していく時間経過が重要な要素と
なり、参加型評価による対話型の評価は、事業の現場で起きていること一
その多くは計画段階で明らかにならない一の抽出が期待できた。
　3．2．2　評価調査の実施方法
　前項にて述べた評価設計上の留意点を踏まえ図1に示す方法で調査を行
った。参加型ワークショップとグループ・インタビューの質的調査では、
援助介入が関係者にとってどのように認識されているのかを検討し、介入
6）外部もしくは内部の評価者が評価対象から独立した形で行う評価を従来型とする
　と、参加型評価は事業の利害関係者が評価設計、データ収集、分析・解釈・評価の一
　連の活動に関わる方法である。科学的客観性よりも有用性に重点をおいた評価で、評
　価結果よりも評価プロセスによる関係者への影響が大きいとされる（源2007）。
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図1　評価調査の方法（流れ）
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と効果の間のプロセスで想定される変化を出し合い「仮説の生成」作業を
行った。またアンケート調査ではそれらの分析を基に、効果の代替指標や
プロセスの要因を名義尺度として活用した。
①仮説の生成
　まず、SCCのメンバー7）及びナイロビ市の関係省庁担当者を対象とした
参加型ワークショップを通して受益者である住民がプロジェクトのどのよ
うな活動に関わり、そのプロセスで起きている変化をどのように認識して
いるか（援助する側の思惑ではなく）を把握した。また、加えて、住民グ
ループに対するグループ・インタビューも行った。このプロセスは、質的
調査の特長である「仮説生成」のプロセスでもある。すなわち、プロジェ
クトのアウトカムに至るまでのプロセスを帰納的に想定されるセオリーを
構築する作業を行い（例：図2参照）、インプット、アウトプット、アウト
カムといったセオリーに十分に書き表されないプロセスの現状を定性的に
把握する試みである。また、この一連の過程は評価を手段として、予期せ
ぬことを含めた様々な事柄について関係者の学習を促すということにもつ
ながることが期待された。
　図2はプロジェクトの健康・保健に関する活動をとおして関わった人々
がどのような行動変容があったかを参加型ワークショップにおいて描き出
したものである。住民がプロジェクトの活動であるワークショップやカウ
ンセリングを受けることを通して、知識が増えたり住民グループが形成さ
れたりする過程で、個々の健康やHIV／AIDSに対する認識が変化し、家族
7）本来であれば当該対象社会の受益者（ここではコミュニテ／住民、母親、ストリー
　ト・チルドレンと多岐にわたる）の代表を入れたワークショップが行われることが理
　想であるが、調査期間が限られた中で多岐にわたる住民を対象に膨大な定性データを
　収集することは困難であったので、住民との信頼関係が厚いSCCのプロジェクト・ス
　タッフが「住民の視点」を持つ（実際に対象コミュニティに住んでいるスタッフもい
　た）と仮定し、彼等の参加を得ることにより「住民等」の認識を洗い出す作業を行っ
　た。
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やコミュニティ全体にも影響を及ぼすようになったプロセスがあきらかに
なった。これらの要因間の関係は必ずしも直接的な因果律ではなくて双方
向で影響を与えあい、社会の固有要因（例えば家族関係、コミュニティの
力関係など）による影響が大きいことが推測される。
②仮説の検証
　アンケート調査では仮説生成作業で明らかになった効果の代替指標（生
活改善などのアウトカムは具体的にはどんな状態を意味するのか）とプロ
図2　仮説生成作業の例・（住民の保健に関する行動変容の例）
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出所：Minamoto，　Y（2005）を基に作成
・実際にはより複雑なものとなっている。
榊プロセスの変化はアウトカムやアウトプットやアウトカムが生み出される過程において発
　現していると考えられる。
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セスで起きている事柄を名義尺度として活用し、ア）自分自身の認識の変
化、行動変容、イ）認識の変化、行動変容の起因となったきっかけ、ウ）
生活改善の状況、エ）現在直面している困難な状況などの観点から評価設
問を作成した。これらの結果は統計処理され、更にプロジェクト・スタッ
フに対する深層インタビューを通して得た質的データをアンケート調査結
果の解釈に活用した。
　3．3　プロセス評価に関する考察
　本事例は終了時評価であるのでプロセス評価だけを行うことを目的とし
たものではない。しかしながら、前述したように、EPCの援助戦略である
相手側の内発的取り組みへの支援に徹する介入の効果を把握し、阻害・貢
献要因を検証するためには、援助介入の戦略が住民と社会に対しどのよう
な影響を与えているのかの視点ははずせない。ここではアンケート調査結
果のうちプロセスで起きていることに傾注し考察を試みる。
　アンケート調査の結果では、86％（88人）がプロジェクトとの関わりを
通してやる気や行動変容が起こったとし、アンケート調査及びグループ・
インタビュー結果では、自分たちが行動を起こすようになった要因として
図3に示すようなプロジェクトの活動を挙げている。興味深いのはそれら
の要因は、1）プロジェクトが提供した活動に直接関係するもの、2）援
助介入の方法に関係するものの二つに分類できるという点である。もちろ
ん、これらの質的データは相互に関係し合っておる。例えば住民グループ
の形成に対し住民自らの主体的な動きがなければプロジェクトは支援を行
わない。また問題分析ワークショップに参加することによりコミュニティ
の帰属意識が高まったとする住民もいる。
　プロセス評価を通して「援助介入の方法」と「プロジェクトの活動」が
相まって、その後の住民の認識・行動の変化に影響を与えたことがわかっ
た。例えば、EPC開始後に形成された9つの住民グループ（合計約180名の
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メンバー）の中には途中で活動が低迷したものもあったが、外部の力によ
り形成されたグループではなく住民自らの意思で決めて出来上がったグル
ープはたとえ活動が行き詰ったとしても全くのゼロの状況にはならず、ま
たそこから自分たちで解決策を見出している。このようにEPCでは、キャ
パシティ・ディベロプメントのための活動であるプロセス・コンサルテー
ションの方法を駆使し（前傾表1参照）、住民の主体性を担保した介入の方
法を大きな特徴としている。住民側も時間はかかったがその方法を受け入
れ始めたころから、自発的なグループ形成や活動が活発になったという8）。
　EPCのプロセス評価結果から、援助事業評価におけるプロセス評価の役
割を検討してみる。まず、EPCのように、援助が開始され、それを住民が
どのように認識し、その後どんなきっかけで認識が変化していったのかを
見るのにはプロセス評価による質的な検証が有用であると考えられる。特
に、介入の効果が顕在化するのに長期間を要し、かつ社会の固有要因に影
響を与えあうコミュニティ開発においては、インパクト評価の有用性には
そもそも制約があり、プロセス評価の相対的重要性は高いと言えるのでは
ないだろうか9）。ただし、プロセス評価で良い兆候があったとしても、それ
が援助そのものの成功だと判断するには慎重でなければならない。アンケ
ート調査結果では、8割を超える人がプロジェクトに関わることにより良
い変化を認識しつつも生活における困難も未だに多くあり、アウトカムの
達成までには至っていないことがわかった。住民グループ形成を通して醸
成された「やる気」は、その後の生活改善に持続的に結びつくものでなけ
8）EPCで便益を受けた住民の多くは、プロジェクト開始後3年目から活動に加わった
　人達であり（Minamoto　2005）、開始後2年間は住民の主体性を引き出すための時間と
　して必要であったと推測できる。
9）佐藤（2007）は、社会開発援助事業の評価では通常の工学的手法で問題を解決する
　ときに使われる因果律が必ずしも適用できないことを指摘し、インパクト評価よりも
　プロセス評価に力を入れるべきとしている。
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図3　住民自身から見た自らが行動変容した要因と具体的な変容
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ればいずれは消滅する可能性があることが調査結果の分析から推測され
た。プロセス評価とインパクト評価を補完的に行う意味が確認されるが、
一方で援助介入の違いがアウトカム達成の度合いや持続性の程度にどのよ
うな影響を与えうるかについての実証研究が今後の課題として残る。
4．結語　プロセス評価実践への示唆
　本稿では、成果重視のマネジメントが謳われている昨今において、開発
援助プロジェクトのプロセス評価を行うことの意義と方策、並びに援助事
業評価におけるプロセス評価の役割を検討してきた。ドナーによる評価が
中心となっている現在においては（donor－driven　evaluation）、インパクト
評価が主でプロセス評価は従であり、後者は前者の説明資料的なところが
あったが、被援助国側の主体性や当事者意識をべ一スに、キャパシティ・
ディベロプメントに対する支援が基調となる中で評価自体も参加型評価や
被援助国の政策体系に準じた評価など変化が見られるようになった
（Minamoto＆Nagao　2006）。
　介入プロセスの評価は「プロジェクトで何が起きているのか」を中心的
な評価設問とし、現状を踏まえどのようにプロジェクトを改善すべきかを
提示するもので、アカウンタビリティーの確保よりもマネジメント支援と
しての評価の役割が大きい。特に、開発援助プロジェクトにおけるプロセ
ス評価は対象地域外部からの一定期間の介入という援助事業ならではの特
徴を踏まえた「柔軟なマネジメント」を前提にするものであり、ドナー側
のアカウンタビリティー重視のマネジメント戦略とどうバランス良く補完
し合うのかが今後の課題であろう。
　一方で、プロジェクト実施に直接関わる人々による質的データが中心と
なるプロセス評価は、「プロジェクトの言い訳」に終わってしまったり、客
観性や説得力に欠けるものになる危険性もある。今後は、「役に立つプUセ
ス評価」のあり方を更に検討するために、より体系的かつ科学的な方法に
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よる介入プロセスの評価事例を積み重ねる必要があると考えられる。ここ
では結語として、プロセス評価実践への示唆を4点提示したい。
①援助事業のプロセス評価の定義
　プロセス評価の定義は、第一節で概観したとおり一定の定義が必ずしも
あるわけではない。アウトカムをもたらす実施プロセス、という枠組みの
中で、1）計画どおりに活動が実施されているか、2）受益者に質の高い
サービスが提供されているか、といったロッシを始めとするプログラム評
価の論者による定義から、事業運営の内部力学に注目し、1）事業で何が
起きているのか（事業内部の力学やダイナミックス）、2）関係者の事業に
対する認識やそれらの変化はどのように起きているのか、といったパット
ンらの定義まで幅広い。筆者は、開発援助事業の評価では後者の定義が適
していると考える。EPCの事例で見てきたように、人間や制度を対象とし
た援助では、外からの介入が援助される側のキャパシティ・ディベロプメ
ントや主体的に取り組める制度整備にどのように繋がるのかが大きな鍵を
握り、実施プロセスにおける援助側と被援助側との関係性や被援助側の事
業に対する認識の変化が非常に重要になると考えられるからである。
②アウトカムとプロセスの関係～プログラム・セオリーの限界
　アカウンタビリティーの観点からアウトカムを中心とした評価が主流で
あるが、アウトカムはプログラム評価の中心的理論であるプログラム・セ
オリーによる因果律により組み立てられている。その潮流の中で、プロセ
スに関する情報は、成果重視ゆえに評価資料に標記されなかったり、住民
の行動変容、やる気などが必ずしも一定の活動のもとに直接生み出される
直線的因果関係にないためにプログラム・セオリーには書き表しにくいと
いう限界があることに留意が必要である。EPCの評価対象を把握する際に
はこれらの限界を踏まえ、活動のプロセスと行動変容、その成果を把握す
るために、より柔軟なモデルを活用した（前掲図2参照）。柔軟なモデルは
アウトカムとアウトプットー応の区分はあるも、多岐にわたる変化を関係
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者の認識に基づきそのまま書き表し、また直線的な因果関係ではなくとも
相関性、循環性などの関係性も捉えていく手法である。
　またこれらを関係者と協働で明らかにしていく作業は、評価対象の「評
価可能性調査（Evaluability　Assessment）」にもあたり、特にコミュニテ
ィ開発型プロジェクトのようにあらかじめ目標値を設定することが困難な
事業の評価においては、プロセス評価の視点を含め評価全体を設計する上
でも有効な手段であると考えられる。
③プロセスを捉える指標
　相手側の主体的な取り組みや問題対処能力などを評価する場合、それら
質的側面をどのような指標（あるいは代替指標）で捉えることが適切であ
るのかは、相手側の社会・制度・組織の文脈における解釈が必要となる。
　EPCでは参加型評価の手法を使いそれら指標を浮き彫りにすることに
努めた。これは関係者が評価指標を納得して選択する方法であり、科学的
に正しいとされた法則に基づく「客観的」指標では必ずしもないが、科学
性よりも有用性を重視した方法であるといえる。指標の選定はそれ自体が
価値の選択であり、EPCの評価では相手側の文脈において受け入れられる
指標を関係者と協働で検討する必要があると考えられた。時間的余裕があ
る場合は、フォーカス・グループ、キー・インフォーマントに対する深層
インタビュー、観察法などの質的調査法をいくつか組み合わせプロジェク
トの活動と行動変容についての質的データを集めた上で、指標を検討する
ことも可能である。
④プロセス評価における比較の基準
　「評価は比較である」とは良く言われることである。ただし、評価には
すべて比較基準が必要かといえば必ずしもそうではない（Stufflebeam＆
Shinkfield　2007：23）。評価結果がプログラムの継続・中止や、顧客による
プログラムの選択に使われる場合は比較の基準が必要になるが（コントロ
ール・グループとの比較や目標値との比較）、プログラム実施中の評価（プ
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ロセス評価が中心となる）のように主な目的が評価対象プログラムの形成
や軌道修正にある場合は比較の基準は必ずしも必要がない。それでは、そ
のような評価における判断基準は何なのだろうか。EPCの事例ではNGO
スタッフやコミュニティの住民の合意がすなわち評価結果の判断となっ
た。プログラムの効果発現の貢献・阻害要因が何で、プログラムを効果的
に継続していくためのポイントは何であるかを、評価を通して関係者で合
意していく。この過程は、関係者間の価値を創造していくプロセスでもあ
る。
　一方で、そのようなプロセス評価の結果は、外部第三者への報告や説明
がしにくいという難点がある。また一歩間違うと「自己満足型評価」にな
る危険もある。評価の根拠となった質的データを如何に科学的に第三者に
提示できるのかが今後の課題である。評価における質的調査と質的データ
の分析方法に関する研究を進めるために、具体的な評価事例を積み重ねて
いく必要がある。
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